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Ⅰ 補正予算額

補 正 額 合 計 １６2.9億円

補 正 後 予 算 額 ６，５７７．７億円

○

○
（令和３年度６月補正後比 １０１．2％）

＜ 主 な 歳 入 財 源 ＞

国 庫 支 出 金

県 債

１２４．7億円

１８．７億円

（うち新型コロナウイルス感染症対策 ６０．5億円）

（うち原油価格・物価高騰等総合緊急対策 50．4億円）

1

令和３年度
（最終）

令和４年度

当初 補正第１号 補正第２号 補正後

予算額 7,377.9 6,414.8 112.5 50.4 6,577.7

うち新型コロナウイルス感染症対策 815.6 310.5 60.5 0 371.0

うち原油価格・物価高騰等総合緊急対策 50.4 50.4

（単位：億円）

※四捨五入の関係で合計が合わない箇所がある。以下、この資料について同じ。



Ⅱ 補正予算案のポイント

補正予算（第１号） 予算額：１１2.5億円新型コロナ対策及びその他公共事業等

補正予算(第２号) 予算額：50.4億円原油価格・物価高騰等総合緊急対策

✓ 第６波以降の状況に対応した新型コロナ対策の継続 ✓ 国庫補助決定に伴う公共事業予算の計上 など
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１．生活者支援 ２．事業者支援

✓ 低所得世帯や生活困窮者への支援

✓ ウクライナからの避難民の就労支援

✓ 子育て世帯の家計負担の軽減

✓ 地域経済の活性化と生活者支援へつなが
る消費喚起対策

✓ 燃料費高騰の影響を受ける事業者の負担軽減

✓ 資材･肥飼料･原材料等の価格高騰への対応

✓ 事業者のエネルギー転換・生産性向上支援等

17.0億円 33.4億円

国の「コロナ禍における『原油価格・物価高騰等総合緊急対策』」に対応し、コロナ禍において直面する
原油価格・物価高騰による影響を緩和するため、生活者支援や事業者支援を実施。

当初予算 予算額：6,414.8億円

✓ 県民のいのちを守る対策、地域経済の早期回復・成長活力の創出に向けた対策

✓ デジタル変革(DX)、ゼロカーボン社会づくり ✓ 人口減少対策の強化

✓ 安全・安心な県土づくり ✓ 本県の新たな発展に向けた土台づくり
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Ⅲ 原油価格・物価高騰等総合緊急対策の概要

１．生活者支援 原油価格・物価高騰によって影響を受ける生活困窮者へのきめ細かい

支援や、子育て世帯の経済的負担の軽減策等を実施する

○ 事 業 名 低所得の子育て世帯生活支援特別給付金
給付事業

○ 予 算 額 1.8億円

○ 事業内容
➢ 町村部在住の低所得のひとり親世帯等へ子ども

１人あたり５万円の特別給付金を支給

○ 事 業 名 生活困窮者法律相談支援事業

○ 予 算 額 ８百万円

○ 事業内容
➢ 生活福祉資金の返済が困難な状況

にある借受人等の債務整理や、
返済に係る法律相談の経費を負担

低所得世帯や生活困窮者への支援

○ 事 業 名 生活困窮者支援体制構築のための
プラットフォーム整備事業

○ 予 算 額 ４百万円

○ 事業内容
➢ 行政や関係機関、民間団体等が連携して生活困窮

者支援の方法等を検討するプラットフォームの設
置

➢ 生活困窮者支援に取り組む民間団体の活動経費を
補助

○ 事 業 名 ウクライナ避難民採用企業支援事業

○ 予 算 額 ７百万円

○ 事業内容
➢ ウクライナ避難民を採用した県内企業に受入環境

整備のための給付金を支給

ウクライナからの避難民の就労支援

1.9億円

７百万円
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Ⅲ 原油価格・物価高騰等総合緊急対策の概要

○ 事 業 名 保育所等給食緊急支援事業

○ 予 算 額 1.6億円

○ 事業内容

➢ 保育所等への給食支援
を行う市町村に対して、
材料費高騰分を補助

○ 事 業 名 県立学校給食等緊急支援事業

○ 予 算 額 0.3億円

○ 事業内容

➢ 県立学校に通う子どもの学校給食等
について、PTA等に対し、食材単価
の高騰分を補助

子育て世帯の家計負担の軽減

○ 事 業 名 私立学校授業料等緊急支援事業

○ 予 算 額 3.0億円

○ 事業内容

➢ 私立学校に通う世帯収入が一定額未満である世帯
の教育費負担を軽減するため、私立学校設置者に
対して、生徒１人当たり５万円を上限に補助

○ 事 業 名 みやざき応援消費拡大支援事業

○ 予 算 額 10.2億円
（参考：令和３年度１月補正予算 10.2億円）

○ 事業内容

➢ 地域の実情に応じて、プレミアム商品券の
追加発行などの消費喚起策等に取り組む市町村
を支援

地域経済の活性化と生活者支援へ
つながる消費喚起対策

4.9億円

10.2億円



5

２．事業者支援 コロナ禍の中、燃油や資材等の生産コスト増に直面している事業者の

負担を軽減するとともに、エネルギー転換等の取組を支援する

○ 事 業 名 農業セーフティネット対策緊急強化事業

○ 予 算 額 3.3億円

○ 事業内容

➢ 燃油価格高騰時に補填金が交付される施設園芸等
セーフティネット構築事業の農家積立金相当額を
補助

Ⅲ 原油価格・物価高騰等総合緊急対策の概要

燃料費高騰の影響を受ける事業者の負担軽減（主な事業）

○ 事 業 名 交通・物流事業者燃料高騰等対策事業

○ 予 算 額 7.6億円

○ 事業内容

➢ 交通・物流事業者に対して、燃料費
高騰分等を補助

16.1億円

○ 事 業 名 みやざき施設園芸省エネ転換緊急対策事業

○ 予 算 額 2.6億円

○ 事業内容
➢ 燃油価格高騰の影響を受けにくい

施設園芸経営への転換を図る農業
者等に対して、ヒートポンプの導
入等に要する経費を補助

○ 事 業 名 宿泊事業者原油高騰等緊急支援事業

○ 予 算 額 0.3億円

○ 事業内容
➢ 宿泊事業者に対して、コスト削減につながる省エ

ネルギー機器やシステム導入経費を補助

ヒートポンプ
LED照明 空調設備 給湯設備
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○ 事 業 名 被覆資材等価格高騰対策緊急支援事業

○ 予 算 額 8.5億円

○ 事業内容

➢ 農業者に対して、被覆資材等
の購入に係る価格高騰分を補助

資材・肥飼料・原材料等の価格高騰への対応（主な事業）

○ 事 業 名

○ 予 算 額 0.3億円

○ 事業内容

➢ 漁業者に対して、漁業用資
材の購入に係る価格高騰分
を支援

Ⅲ 原油価格・物価高騰等総合緊急対策の概要

○ 事 業 名 特用林産物生産資材等緊急支援事業

○ 予 算 額 0.6億円

○ 事業内容

➢ しいたけ等特用林産物の生産
事業者に対して、生産資材等
の購入に係る価格高騰分を補助

14.0億円

○ 事 業 名 畜産セーフティネット対策緊急強化事業

○ 予 算 額 3.3億円
○ 事業内容

➢ 配合飼料価格高騰時に補填金が
交付される配合飼料価格安定制度
に係る生産者積立金相当額を補助

出荷用資材



○ 事 業 名

○ 予 算 額 2.1億円

○ 事業内容
➢ 電気自動車や充電設備の民間事業者への導入経費

の補助及び県への導入
➢ 再エネ設備の導入と省エネ設備の更新を併せて

行う取組に要する経費を補助

事業者のエネルギー転換・生産性向上支援等（主な事業）

Ⅲ 原油価格・物価高騰等総合緊急対策の概要

○ 事 業 名 食品開発支援機能強化事業

○ 予 算 額 0.3億円

○ 事業内容

➢ 食品開発センターへの機器導入等
により支援機能を拡充し、物価高騰
の影響を受けた原材料の変更など、
新商品開発等に取り組む事業者を支援

○ 事 業 名 小規模事業者新事業展開等追加支援事業

○ 予 算 額 0.3億円
（参考：令和３年度２月補正予算 2.0億円）

○ 事業内容

➢ 新事業展開や販路開拓に取り組む小規模事業者
に対し、商工会議所連合会等を通じて、その経
費を補助

3.3億円
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○ 事 業 名 中小企業金融円滑化補助金

○ 予 算 額 0.4億円（補正後 5.5億円）

○ 事業内容

➢ 中小企業融資制度において、原油価格・物価
高騰に対応した新規貸付メニューを創設し、
中小企業等の資金繰りを支援

気流式製粉機



Ⅳ 新型コロナ対策事業（感染拡大防止対策・医療提供体制強化）

検査・医療提供体制の確保

新型コロナに係る医療費の助成
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○ＰＣＲ検査体制等強化事業 9.6億円

行政検査の民間検査会社委託や、感染疑いに係る医療機関での保険適用検査費用についての公費
負担

○新型コロナウイルス検査促進事業 10.4億円

飲食やイベント、帰省等の活動に際し、新型コロナの陰性確認をする必要がある方や感染
に不安を感じる県民の方が、無料でPCR等検査を受けられる体制を確保

○救急・周産期・小児医療機関の感染防止対策事業 1.9億円

救急医療機関等において、新型コロナ感染疑い患者の受け入れ時の院内感染防止のために

必要な設備整備を支援

○感染患者入院費公費負担 7.6億円

新型コロナ患者に対して行われる入院治療及び外来治療の公費負担



Ⅳ 新型コロナ対策事業（感染拡大防止対策・医療提供体制強化）

自宅療養者へのフォローアップ体制の確保

高齢者施設等における検査・医療提供体制の充実

○介護サービス継続支援事業 5.3億円

介護事業所等で新型コロナの感染者が発生した場合に、介護サービスの継続や他の事業者等からの
応援派遣時に必要なかかり増し経費を支援

○高齢者施設等への抗原検査キット配付事業 3.0億円

高齢者施設等へ抗原検査キットを配付し、職員を対象とする集中的な検査を実施

3.4億円
高齢者施設等での施設療養者に対する往診を行う医療機関を支援
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○自宅療養者に対する健康観察体制確保事業 17.5億円

軽症及び無症状の自宅療養者への健康観察の民間委託及び自宅療養期間の食料など生活に必要な
物資等を配付



Ⅴ その他の事業

ＪＲ山之口駅バリアフリー化整備支援事業 4百万円

国スポ・障スポ大会の主会場となる新陸上競技場の最寄り駅であるＪＲ山之口駅のバリアフ
リー化整備の費用を一部負担

みやざきデジタル施設園芸産地構築事業 １.１億円

ハウス内にモニタリング装置を設置することでデータを収集・蓄積し、その分析・活用手法
を検討することにより、施設園芸のデジタル化に向けた体制を整備

情報モラル教育推進事業 5百万円

モデル地域において、児童生徒の情報モラル教育の研究・実践、研修会等を実施

公共事業

非公共事業（主なもの）

補助公共事業 （国庫補助決定に伴うもの） ４2.1億円

道路、ダム、港湾、都市公園、県営住宅建設事業
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地方創生臨時交付金（コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分）について

✓ 本県の交付限度額：５８.5億円

✓ 6月補正予算（第2号）において、
48.5億円を活用

R4.4.28
内閣府資料

コロナ予備費（R4国予備費）：43.8億円
既定予算（R3国補正予算） ：14.6億円）

本県の対応
（地方創生臨時交付金の活用）

生活支援（生活者支援）：15.2億円
・低所得者や生活困窮者への支援
・子育て世帯の家計負担の軽減

など

産業支援（事業者支援）：33.3億円）
・燃料費高騰の影響を受ける事業者の
負担軽減

・事業者のエネルギー転換・生産性向上
支援等

など

Ⅵ 参 考
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